
新旧対照表 

1 

 

  維持管理業務委託契約書（案） 

ページ 変更前 変更後 

3頁 （委託業務の内容変更等） 

第１０条 発注者は、必要と認めるときは、委託業務の変更内容を受注

者に通知して、委託業務の内容を変更し、又は委託業務を一時

中止することができる。この場合において、発注者は、サービス

対価又は履行期間を変更する必要があるときは、受注者と協議

の上、合意により定め、結果を受注者へ通知する。 

２  略す 

 

（委託業務の内容変更等） 

第１０条 発注者は、必要と認めるときは、委託業務の変更内容を受注

者に通知して、委託業務の内容を変更し、又は委託業務を一時

中止することができる。この場合において、発注者は、サービス

対価又は履行期間を変更する必要があるときは、受注者と協議

の上、合意により定め、結果を受注者へ通知する。 

２  略す 

３  発注者は、第１項の協議に当たっては、受注者からの意見の趣旨

をできる限り勘案し十分な協議を行うように留意するととも

に、受注者との間で協議が整わなかったことを理由として不利

益な取扱いをしてはならない。 

 

7頁 （賃金又は物価の変動に基づくサービス対価の変更） 

第２４条 発注者又は受注者は、履行期間内でこの契約締結の日から

12 月を経過した後に日本国内における賃金水準又は物価水準

の変動によりサービス対価が不適当となったと認めたときは、

相手方に対してサービス対価の変更を請求することができる。

なお、提案時の費用の積算の前提となる指標は令和７年 10 月

１日時点のものを参照するものとし、初回のサービス対価の変

更に当たっては、その時点を起点とする。再度サービス対価の

変更を行う場合は、前回改定時に用いた指数を参照するものと

する。賃金又は物価の変動の確認方法については、別紙２によ

る。 

2～8 略す 

 

（賃金又は物価の変動に基づくサービス対価の変更） 

第２４条 発注者又は受注者は、履行期間内でこの契約締結の日から

12 月を経過した後に日本国内における賃金水準又は物価水準

の変動によりサービス対価が不適当となったと認めたときは、

相手方に対してサービス対価の変更を請求することができる。

なお、提案時の費用の積算の前提となる指標は令和７年 10 月

１日時点のものを参照するものとし、初回のサービス対価の変

更に当たっては、その時点を起点とする。再度サービス対価の

変更を行う場合は、前回改定時に用いた指数を参照するものと

する。賃金又は物価の変動の確認方法については、別紙２によ

る。 

2～8 略す 

９ 発注者は、第３項又は第７項の協議に当たっては、受注者からの

意見の趣旨を出来る限り勘案し十分な協議を行うように留意す

るとともに、受注者との間で協議が整わなかったことを理由と

して不利益な取扱いをしてはならない。 

 

※ 網掛け青書き下線部は削除箇所、網掛け朱書き下線部は変更箇所を示す。 


